
総務委員会報告資料 

令和３年６月２９日 

報告事項件名 頁 

１ 施設使用日の変更に係る規定の整備に伴う条例施行規則の一部改正 

について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２

２ 令和２年度の内部統制の取組み状況及び令和３年度の運用について・・・・・１８

３ 令和２年度のコンプライアンス推進の取組み状況及び令和３年度の 

運用について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２１

（総 務 部） 



総 務 委 員 会 報 告 資 料

令和３年６月２９日 

件 名 
施設使用日の変更に係る規定の整備に伴う条例施行規則の一部改正

について 

所管部課名 総務部 総務課 

内 容 

区民利用施設の条例施行規則の一部を改正し、施設の使用日の変更に

係る規定を設けた。 

１ 改正理由 

新型コロナウイルス感染症対策を理由とする場合など、使用者がそ

の責任によらない理由又は施設管理者が相当であると認めた理由に

より施設等を使用できなくなったときに、使用者の申出により使用日

を変更することができることとするため、規則を改正する必要が生じ

た。 

２ 改正規則 

別紙１「改正規則一覧」のとおり 

３ 施行年月日 

令和３年７月１日 

４ 新旧対照表 

別紙２のとおり 

問 題 点 

今後の方針 
今後も利用者の利便性向上に努めていく。 
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別紙１ 

改正規則一覧 

１ 足立区生涯学習センター条例施行規則 

２ 足立区こども未来創造館条例施行規則 

３ 足立区地域学習センター条例施行規則 

４ 足立区西新井文化ホール条例施行規則 

５ 足立区文化芸術劇場条例施行規則 

６ 足立区営運動場条例施行規則 

７ 足立区庁舎ホール条例施行規則 

８ 足立区勤労福祉会館条例施行規則 

９ 足立区リサイクルセンター条例施行規則 

10 足立区老人会館条例施行規則 

11 足立区障がい福祉施設条例施行規則 

12 足立区関原の森・愛恵まちづくり記念館条例施行規則 

13 足立区まちづくり工房館条例施行規則 
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足立区生涯学習センター条例施行規則の一部を改正する規則 新旧対照表 

改正前 改正後 

○足立区生涯学習センター条例施行規則 ○足立区生涯学習センター条例施行規則 

平成12年３月31日教育委員会規則第12号 平成12年３月31日教育委員会規則第12号 

  

第１条～第9条 （省略） 第１条～第９条 （現行のとおり） 

 （使用日の変更） 

 第９条の２ 教育委員会は、使用者がその責任によらない理由又は教育委員

会等が相当であると認めた理由により施設又は付帯設備を使用できなくな

ったときは、使用者の申出により使用日を変更することができる。 

 ２ 教育委員会は、前項の規定により使用日を変更するときは、使用者に施

設使用変更承認書兼領収書（様式第２号の３）を交付するものとする。 

（特別設備の申請） （特別設備の申請） 

第10条～第19条 （省略） 第10条～第19条 （現行のとおり） 

  

    付 則（令和 年 月 日規則 号） 

 この規則は、令和３年７月１日から施行する。 

 

別表第１～別表第４ （省略） 別表第１～別表第４ （現行のとおり） 

様式第１号～様式第２号 （省略） 様式第１号～様式第２号の２ （現行のとおり） 

 様式第２号の３（第９条の２関係） 

様式第３号～様式第15号 （省略） 様式第３号～様式第15号 （現行のとおり） 

 

別紙 2 

4



 

足立区こども未来創造館条例施行規則の一部を改正する規則 新旧対照表 

改正前 改正後 

○足立区こども未来創造館条例施行規則 ○足立区こども未来創造館条例施行規則 

平成24年７月６日教育委員会規則第12号 平成24年７月６日教育委員会規則第12号 

  

第１条～第10条（省略） 第１条～第10条（現行のとおり） 

 （使用日の変更） 

 第10条の２ 教育委員会は、使用者がその責任によらない理由又は教育委員

会等が相当であると認めた理由により施設又は付帯設備を使用できなくな

ったときは、使用者の申出により使用日を変更することができる。 

 ２ 教育委員会は、前項の規定により使用日を変更するときは、使用者に施

設使用変更承認書兼領収書を交付するものとする。 

  

第11条～第23条 （省略） 第11条～第23条 （現行のとおり） 

  

    付 則（令和 年 月 日規則 号） 

 この規則は、令和３年７月１日から施行する。 

  

別表第１～別表第３ （省略） 別表第１～別表第３ （現行のとおり） 
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足立区地域学習センター条例施行規則の一部を改正する規則 新旧対照表 

改正前 改正後 

○足立区地域学習センター条例施行規則 ○足立区地域学習センター条例施行規則 

平成13年３月30日教育委員会規則第17号 平成13年３月30日教育委員会規則第17号 

  

第１条～第７条（省略） 第１条～第７条（現行のとおり） 

（使用料の還付） （使用日の変更） 

 第７条の２ 教育委員会は、使用者がその責任によらない理由又は教育委員

会等が相当であると認めた理由により施設又は付帯設備を使用できなくな

ったときは、使用者の申出により使用日を変更することができる。 

 ２ 教育委員会は、前項の規定により使用日を変更するときは、使用者に施

設使用変更承認書兼領収書（様式第２号の２）を交付するものとする。 

 

第８条～第19条 （省略） 第８条～第19条 （現行のとおり） 

  

    付 則（令和 年 月 日教育委員会規則 号） 

 この規則は、令和３年７月１日から施行する。 

 

別表第１～別表第４ （省略） 別表第１～別表第４ （現行のとおり） 

様式第１号～様式第２号 （省略） 様式第１号～様式第２号 （現行のとおり） 

 様式第２号の２（第７条の２関係） 

様式第３号～様式第15号 （省略） 様式第３号～様式第15号 （現行のとおり） 
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足立区西新井文化ホール条例施行規則の一部を改正する規則 新旧対照表 

改正前 改正後 

○足立区西新井文化ホール条例施行規則 ○足立区西新井文化ホール条例施行規則

平成23年４月１日規則第31号 平成23年４月１日規則第31号 

第１条～第６条（省略） 第１条～第６条（現行のとおり） 

（使用日の変更） 

第６条の２ 区長は、使用者がその責任によらない理由又は区長等が相当で

あると認めた理由により施設又は付帯設備を使用できなくなったときは、

使用者の申出により使用日を変更することができる。 

２ 区長は、前項の規定により使用日を変更するときは、使用者に施設使用

変更承認書兼領収書を交付するものとする。 

第７条～第17条 （省略） 第７条～第17条 （現行のとおり） 

付 則 付 則 

付 則（令和 年 月 日規則 号） 

この規則は、令和３年７月１日から施行する。 

別表第１～別表第４ （省略） 別表第１～別表第４ （現行のとおり） 
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足立区文化芸術劇場条例施行規則の一部を改正する規則 新旧対照表 

改正前 改正後 

○足立区文化芸術劇場条例施行規則 ○足立区文化芸術劇場条例施行規則 

平成23年４月１日規則第32号 平成23年４月１日規則第32号 

  

第１条～第６条（省略） 第１条～第６条（現行のとおり） 

 （利用日の変更） 

 第６条の２ 指定管理者は、利用者がその責任によらない理由又は指定管理

者等が相当であると認めた理由により施設又は付帯設備を利用できなくな

ったときは、利用者の申出により利用日を変更することができる。 

 ２ 指定管理者は、前項の規定により利用日を変更するときは、利用者に利

用承認書を交付するものとする。 

  

第７条～第20条 （省略） 第７条～第20条 （現行のとおり） 

  

付 則 付 則 

    付 則（令和 年 月 日規則 号） 

 この規則は、令和３年７月１日から施行する。 

  

別表第１～別表第４ （省略） 別表第１～別表第４ （現行のとおり） 
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足立区営運動場条例施行規則の一部を改正する規則 新旧対照表 

改正前 改正後 

○足立区営運動場条例施行規則 ○足立区営運動場条例施行規則 

平成23年４月１日規則第35号 平成23年４月１日規則第35号 

（使用料の還付の請求） （使用料の還付の請求） 

第６条 前条の使用料の還付を受けようとする者は、使用承認書及び領収書

を添え使用料還付請求書を区長に提出し、承認を受けなければならない。 

第６条 前条の使用料の還付を受けようとする者は、使用承認書及び領収書

を添え使用料還付請求書を区長に提出し、承認を受けなければならない。 

 （使用日の変更） 

 第６条の２ 区長は、条例第６条第１号に掲げる理由又は区長が相当である

と認めた理由により施設又は付帯設備を使用できなくなったときは、使用

者の申出により使用日を変更することができる。 

 ２ 区長は、前項の規定により使用日を変更するときは、使用者に施設使用

変更承認書兼領収書を交付するものとする。 

（使用者の義務） （使用者の義務） 

第７条 使用者は、条例及び規則に定める事項を遵守し、かつ、指定管理者

の指示に従わなければならない。 

第７条 使用者は、条例及び規則に定める事項を遵守し、かつ、指定管理者

の指示に従わなければならない。 

 

付 則（令和３年 月 日規則第  号） 

この規則は、令和３年７月１日から施行する。 
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足立区庁舎ホール条例施行規則の一部を改正する規則 新旧対照表 

改正前 改正後 

○足立区庁舎ホール条例施行規則 ○足立区庁舎ホール条例施行規則 

平成８年１月10日規則第１号 平成８年１月10日規則第１号 

（使用の承認） （使用の承認） 

第４条 前条の規定による使用の承認は、申請の順による。ただし、同時に

申請があった場合は、抽選により決定することができる。 

第４条 前条の規定による使用の承認は、申請の順による。ただし、同時に

申請があった場合は、抽選により決定することができる。 

２ 区長は、使用の承認を決定したときは、使用料を徴収し、使用承認書（第

２号様式）を申請者に交付する。 

２ 区長は、使用の承認を決定したときは、使用料を徴収し、使用承認書（第

２号様式）を申請者に交付する。 

３ 使用承認書の交付を受けた者は、使用の際、使用承認書を係員に提示し

なければならない。 

３ 使用承認書の交付を受けた者は、使用の際、使用承認書を係員に提示し

なければならない。 

 （使用日の変更） 

（追加） 第４条の２ 区長は、使用者がその責任によらない理由又は区長が相当であ

ると認めた理由により施設又は付帯設備を使用できなくなったときは、使

用者の申出により使用日を変更することができる。 

（使用承認の取消等） （使用承認の取消等） 

第５条 条例第５条の規定により、使用承認の取消又は使用の停止若しくは

制限をしたときは、使用承認取消等通知書（第３号様式）により、申請者

に通知する。ただし、緊急を要するときは、口頭により通知することがで

きる。 

第５条 条例第５条の規定により、使用承認の取消又は使用の停止若しくは

制限をしたときは、使用承認取消等通知書（第３号様式）により、申請者

に通知する。ただし、緊急を要するときは、口頭により通知することがで

きる。 

 

付 則（令和３年 月 日規則第  号） 

この規則は、令和３年７月１日から施行する。 
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足立区勤労福祉会館条例施行規則の一部を改正する規則 新旧対照表 

改正前 改正後 

○足立区勤労福祉会館条例施行規則 ○足立区勤労福祉会館条例施行規則 

昭和54年10月1日規則第49号 昭和54年10月1日規則第49号 

第１条～第１１条（省略） 第１条～第１１条（現行のとおり） 

 （使用日の変更） 

第１１条の２ 区長は、使用者がその責任によらない理由又は区長が相当で

あると認めた理由により施設を使用できなくなったときは、使用者の申出

により使用日を変更することができる。 

  

第１２条～第２０条（省略） 第１２条～第２０条（（現行のとおり） 

  

付 則 付 則 

 この規則は、令和３年７月１日から施行する。 

  

第１号様式（第４条関係）～第８号様式（第１７条関係）（省略） 第１号様式（第４条関係）～第８号様式（第１７条関係）（現行のとおり） 

  

 

11



足立区リサイクルセンター条例施行規則の一部を改正する規則 新旧対照表 

改正前 改正後 

○足立区リサイクルセンター条例施行規則 ○足立区リサイクルセンター条例施行規則 

平成９年６月25日規則第45号 平成９年６月25日規則第45号 

（使用承認） （使用承認） 

第５条 区長は、使用の承認を決定したときは、リサイクルセンター施設使

用承認書（別記第２号様式）を交付する。 

第５条 区長は、使用の承認を決定したときは、リサイクルセンター施設使

用承認書（別記第２号様式）を交付する。 

２ 使用承認は、申請の順序による。 ２ 使用承認は、申請の順序による。 

（口頭による申請等） （口頭による申請等） 

第６条 第４条の規定にかかわらず区長が必要と認めるときは、口頭で貸出

施設の使用の申請をすることができる。この場合において、区長は、前条

第１項の規定にかかわらず使用承認書を交付しないことができる。 

第６条 第４条の規定にかかわらず区長が必要と認めるときは、口頭で貸出

施設の使用の申請をすることができる。この場合において、区長は、前条

第１項の規定にかかわらず使用承認書を交付しないことができる。 

 （使用日の変更） 

 第６条の２ 区長は、使用者がその責任によらない理由又は区長が相当であ

ると認めた理由により施設又は付帯設備を使用できなくなったときは、使

用者の申出により使用日を変更することができる。 

（使用承認の取消し等） （使用承認の取消し等） 

第７条 使用承認を受けた者が貸出施設の使用の取消しをしようとするとき

は、リサイクルセンター使用取消申請書（別記第３号様式）を区長に提出

しなければならない。 

第７条 使用承認を受けた者が貸出施設の使用の取消しをしようとするとき

は、リサイクルセンター使用取消申請書（別記第３号様式）を区長に提出

しなければならない。 

２ 条例第９条の規定により使用承認の取消し又は使用の停止若しくは制限

をしたときは、使用承認取消等通知書（別記第４号様式）により申請者に

通知するものとする。ただし、緊急の場合は、この限りでない。 

２ 条例第９条の規定により使用承認の取消し又は使用の停止若しくは制限

をしたときは、使用承認取消等通知書（別記第４号様式）により申請者に

通知するものとする。ただし、緊急の場合は、この限りでない。 

 

付 則（令和３年 月 日規則第  号） 

この規則は、令和３年７月１日から施行する。 
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足立区老人会館条例施行規則の一部を改正する規則 新旧対照表 

改正前 改正後 

○足立区老人会館条例施行規則 ○足立区老人会館条例施行規則 

昭和54年２月１日規則第３号 昭和54年２月１日規則第３号 

（使用の手続） （使用の手続） 

第４条 老人会館を使用しようとする者（条例第４条各号に該当する場合を

除く。）は、使用申請書（別記第１号様式）を区長に提出し、入館票（別

記第２号様式）の交付を受けなければならない。 

第４条 老人会館を使用しようとする者（条例第４条各号に該当する場合を

除く。）は、使用申請書（別記第１号様式）を区長に提出し、入館票（別

記第２号様式）の交付を受けなければならない。 

２ 条例第４条各号に該当する場合の使用の申請にあつては、原則として使

用する日の５日前までに足立区老人会館使用申請書（別記第３号様式）を

区長に提出し、足立区老人会館使用承認書（別記第４号様式）（以下「承

認書」という。）の交付を受けなければならない。 

２ 条例第４条各号に該当する場合の使用の申請にあつては、原則として使

用する日の５日前までに足立区老人会館使用申請書（別記第３号様式）を

区長に提出し、足立区老人会館使用承認書（別記第４号様式）（以下「承

認書」という。）の交付を受けなければならない。 

３ 前２項により、使用の承認を受けた者（以下「使用者」という。）が老

人会館を使用するときは、入館票又は承認書を館長に提示しなければなら

ない。 

３ 前２項により、使用の承認を受けた者（以下「使用者」という。）が老

人会館を使用するときは、入館票又は承認書を館長に提示しなければなら

ない。 

 （使用日の変更） 

（追加） 第４条の２ 区長は、使用者がその責任によらない理由又は区長が相当であ

ると認めた理由により施設又は付帯設備を使用できなくなったときは、使

用者の申出により使用日を変更することができる。 

（有効期間） （有効期間） 

第５条 前条第１項に定める入館票の有効期間は、平成21年４月１日から起

算して３年とする。 

第５条 前条第１項に定める入館票の有効期間は、平成21年４月１日から起

算して３年とする。 

２ 入館票の有効期間の満了後も引き続き老人会館を使用しようとする者

は、区長に、入館票の有効期間の更新を申請し、その更新を受けなければ

ならない。この場合における有効期間は、更新前の有効期間の満了の日の

翌日から起算して３年とし、その後の更新における有効期間についても同

２ 入館票の有効期間の満了後も引き続き老人会館を使用しようとする者

は、区長に、入館票の有効期間の更新を申請し、その更新を受けなければ

ならない。この場合における有効期間は、更新前の有効期間の満了の日の

翌日から起算して３年とし、その後の更新における有効期間についても同

13



改正前 改正後 

様とする。 様とする。 

３ 前２項の規定にかかわらず、有効期間内において交付を受けた者の入館

票の有効期間は、現に交付を受けている者の有効期間の残存期間と同一の

期間とする。 

３ 前２項の規定にかかわらず、有効期間内において交付を受けた者の入館

票の有効期間は、現に交付を受けている者の有効期間の残存期間と同一の

期間とする。 

 

付 則（令和３年 月 日規則第  号） 

この規則は、令和３年７月１日から施行する。 
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足立区障がい福祉施設条例施行規則の一部を改正する規則 新旧対照表 

改正前 改正後 

○足立区障がい福祉施設条例施行規則 ○足立区障がい福祉施設条例施行規則 

平成２年４月９日規則第29号 平成２年４月９日規則第29号 

  

  

第１条～第５条（省略） 第１条～第５条（現行のとおり） 

  （使用日の変更） 

（新設） 第５条の２ 区長は、使用の承認を受けた者及び団体（以下「使用団体等」

という。）がその責任によらない理由又は区長が相当であると認めた理由

により施設を使用できなくなったときは、使用団体等の申出により使用日

を変更することができる。 

 （使用の辞退）  （使用の辞退） 

第６条 使用の承認を受けた者及び団体（以下「使用団体等」という。）は、

使用をやめようとするときは、使用をやめようとする日の10日前までに、

その旨を区長に届け出なければならない。 

第６条 使用団体等は、使用をやめようとするときは、使用をやめようとす

る日の10日前までに、その旨を区長に届け出なければならない。 

  

第７条～第８条（省略）  

  

 付 則（令和３年 月 日規則第  号） 

 この規則は、令和３年７月１日から施行する。 

  

第１号様式～第６号様式（省略） 第１号様式～第６号様式（現行のとおり） 
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足立区関原の森・愛恵まちづくり記念館条例施行規則の一部を改正する規則 新旧対照表 

改正前 改正後 

○足立区関原の森・愛恵まちづくり記念館条例施行規則 ○足立区関原の森・愛恵まちづくり記念館条例施行規則 

平成６年３月31日規則第３号 平成６年３月31日規則第３号 

（利用承認・不承認通知等） （利用承認・不承認通知等） 

第３条 指定管理者は、条例第６条第１項の規定による利用の承認を決定し

たときは利用承認書を、条例第７条の規定による利用の不承認を決定した

ときは利用不承認書を申請者に交付する。 

第３条 指定管理者は、条例第６条第１項の規定による利用の承認を決定し

たときは利用承認書を、条例第７条の規定による利用の不承認を決定した

ときは利用不承認書を申請者に交付する。 

２ 前項の利用承認書の交付を受けた者は、利用の際、当該利用承認書を指

定管理者に提示しなければならない。 

２ 前項の利用承認書の交付を受けた者は、利用の際、当該利用承認書を指

定管理者に提示しなければならない。 

 （使用日の変更） 

（追加） 第３条の２ 指定管理者は、使用者がその責任によらない理由又は指定管理

者が相当であると認めた理由により施設又は付帯設備を使用できなくなっ

たときは、使用者の申出により使用日を変更することができる。 

 ２ 指定管理者は、前項の規定により使用日を変更するときは、使用者に施

設使用変更承認書兼領収書を交付するものとする。 

（利用時間） （利用時間） 

第４条 施設の利用時間は、午前９時から午後９時30分までとする。ただし、

談話室の無料公開については、午後５時までとする。 

第４条 施設の利用時間は、午前９時から午後９時30分までとする。ただし、

談話室の無料公開については、午後５時までとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、指定管理者は、特に必要があると認めるとき

は、区長の承認を得て、利用時間を変更することができる。 

２ 前項の規定にかかわらず、指定管理者は、特に必要があると認めるとき

は、区長の承認を得て、利用時間を変更することができる。 

 

付 則（令和３年 月 日規則第  号） 

この規則は、令和３年７月１日から施行する。 
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足立区まちづくり工房館条例施行規則の一部を改正する規則 新旧対照表 

改正前 改正後 

○足立区まちづくり工房館条例施行規則 ○足立区まちづくり工房館条例施行規則 

平成６年３月31日規則第４号 平成６年３月31日規則第４号 

（利用承認・不承認通知等） （利用承認・不承認通知等） 

第27条 指定管理者は、条例第15条第１項の規定による利用の承認を決定し

たときは利用承認書を、条例第16条の規定による利用の不承認を決定した

ときは利用不承認書を申請者に交付する。 

第27条 指定管理者は、条例第15条第１項の規定による利用の承認を決定し

たときは利用承認書を、条例第16条の規定による利用の不承認を決定した

ときは利用不承認書を申請者に交付する。 

２ 前項の利用承認書の交付を受けた者は、利用の際、当該利用承認書を指

定管理者に提示しなければならない。 

２ 前項の利用承認書の交付を受けた者は、利用の際、当該利用承認書を指

定管理者に提示しなければならない。 

 （使用日の変更） 

（追加） 第27条の２ 指定管理者は、使用者がその責任によらない理由又は指定管理

者が相当であると認めた理由により施設又は付帯設備を使用できなくなっ

たときは、使用者の申出により使用日を変更することができる。 

 ２ 指定管理者は、前項の規定により使用日を変更するときは、使用者に施

設使用変更承認書兼領収書を交付するものとする。 

（利用時間） （利用時間） 

第28条 会議室の利用時間は、午前９時から午後９時30分までとする。 第28条 会議室の利用時間は、午前９時から午後９時30分までとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、指定管理者は、特に必要があると認めるとき

は、区長の承認を得て、利用時間を変更することができる。 

２ 前項の規定にかかわらず、指定管理者は、特に必要があると認めるとき

は、区長の承認を得て、利用時間を変更することができる。 

 

付 則（令和３年 月 日規則第  号） 

この規則は、令和３年７月１日から施行する。 
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総 務 委 員 会 報 告 資 料 
令和３年６月２９日 

件   名 令和２年度の内部統制の取組み状況及び令和３年度の運用について 

所管部課名 ガバナンス担当部 ガバナンス担当課、総務部 人事課 

内   容 

 令和２年度の取組み状況及び令和３年度の運用について、以下のとおり

報告する。 

 

１ 令和２年度に報告された事故・ミスの件数について 

（１）令和２年度に報告された件数は、１２８件と昨年度から１０件減少

し、過去３年を見ても減少傾向にある。 

（２）内訳では、「事務処理ミス・遅延」が１７件減少となった。中でも、

「印刷物等の誤植」が１１件の減少となり、大幅に改善した。 

（３）「個人情報の紛失・漏洩等」に関しては、１０件の増となってしまっ

た。窓口等の書類の誤交付、メールによる個人情報の取扱い等に関す

るものが多く発生した。 

 

 
 元年度 ２年度 

① 個人情報紛失・漏えい等 

２０ ３０   ・ 個人情報が含まれる書類の誤交付、 

無断持ち出し、不適切管理 等 

② 事務処理ミス・遅延 

４９ ３２   ・ 印刷物の誤植、個人情報を含まない書類の 

誤発送、事務処理の遅延、不作為 等 

③ 書類等の紛失 
５ ８ 

  ・ 個人情報を含まない書類、鍵、金券類の紛失 等 

④ 交通事故・違反・破損 ３２ 

(２) 

２７ 

(３)   ・ 人身・物損事故、交通違反、公用車の破損 等 

⑤ ハラスメント等 
１ ３ 

  ・ セクハラ、パワハラ、暴言、暴力行為 等 

⑥ その他 
３１ 

(７) 

２８ 

(３) 
  ・ 上記以外の事故・ミス、不適切な対応、 

    システム障害 等 

合  計 
１３８ 

(９) 

１２８ 

(６) 

 （ ）内は、各件数のうち公務外で発生した件数 
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２ 令和２年度における内部統制の取組みと課題 

（１）事故・ミスの再発防止に向けた対応 

 【取組み】 

   発生した事故・ミスの原因の深掘りや業務分析を行った上で、担当

所管に具体的な対策の立案、業務フローや手順の整理等を支援した。 

 【課題】 

   事故・ミスのさらなる減少に向け、同種の業務を行っている担当所

管への注意喚起や予防策の確実な展開。 

（２）全庁的な業務に関する事故・ミスの未然防止 

【取組み】 

全庁的に共通した業務については、担当所管と共に、全庁で共有し

て使える印刷物のチェックリストやメールでの個人情報の取り扱い等

に関する必要な規定やツールの整備を行った。 

【課題】 

  整備された規定・ツール等の確実な展開と運用。 

（３）リスク評価 

【取組み】 

令和３年度より、地方自治法に則った内部統制制度の運用を開始す

るための準備として、従来活用していた足立区独自に設定したリスク

の見直しを実施した。 

【課題】 

  地方自治法に則った内部統制制度への修正点の反映。 

 

３ 令和３年度の内部統制運用について 

令和２年度の事故・ミスの発生状況及び内部統制に関する取組み課題

を踏まえて、令和３年度は以下の取組みを進める。 

（１）事故・ミスの予防に向けた取組み 

  ア 同種事例の展開 

《 事故・ミス種別毎の件数推移 》 （件） 
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    同種の事例の発生予防に向け、庁議における事故・ミスの定例報

告に加え、現場レベルへも予防策や注意点等が確実に展開されるよ

う、各課の庶務担当係長を推進員として活用し、定期的な情報発信

を行っていく。 

イ 事故・ミスの傾向分析を踏まえた予防策の展開 

    事故の発生の原因や傾向の分析・重点化を行った上で、情報提供

や対応策の展開を行う。 

（２）地方自治法に則った内部統制制度（※）の運用 

ア 「足立区における内部統制基本方針」の策定 

地方自治法の規定に沿い、財務事務をはじめとする事務を内部統

制の対象として策定した。 

イ 財務事務を必須としたリスク評価 

令和２年度まで実施してきたリスク評価をベースに、基本方針で

示された財務事務のリスク評価を必須とする運用を、令和３年度よ

り実施していく。 

  ※ 地方自治法に則った内部統制制度 

平成２９年６月に地方自治法が一部改正され、都道府県と指定都

市は、令和２年４月１日までに内部統制に関する方針の策定・公表

および内部統制に関する評価報告書の作成が義務付けられた。 

足立区は、この内部統制制度が義務付けられた自治体ではないが、

敢えて厳しい基準で内部統制に取り組むこととした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 題 点 

今後の方針 

内部統制の運用強化により、不適正事務やミス発生の低減を図り、区民

に信頼される区政運営を目指す。 

また、地方自治法に則った内部統制制度について、円滑に運用してくと

ともに、「内部統制評価報告書」の準備を、監査委員とも連携しながら進

めていく。 

 

 

ガバナンス

「内部統制とコンプライアンスの仕組みを内包し、区政運営
について、適切に説明ができる状態を確保すること」

「区の組織が適正に事業遂行
できる仕組みを構築し、確実
に運用していくこと」

「組織・職員が、法令を遵守し、
区民の信頼を損なわない行動をと
ること」

内部統制 コンプライアンス

【目的】

①業務の効率的かつ効果的な遂行

②財務報告等の信頼性の確保

④資産の保全

【目的】

①公益通報等への適切な対応

②公務員倫理の意識醸成

【
目
的
】

③
業
務
に
関
わ
る
法
令
等
の
遵
守

【参考】足立区における「ガバナンス」「内部統制」「コンプライアンス」の概念図 
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総 務 委 員 会 報 告 資 料 

令和３年６月２９日 

件   名 
令和２年度のコンプライアンス推進の取組み状況及び令和３年度の 

運用について 

所管部課名 ガバナンス担当部 コンプライアンス推進担当課 

内   容 

令和２年度の取組み状況及び３年度の取組みについて、以下のとおり

報告する。 

 

１ 令和２年度の取組み状況について 

（１）公益通報制度の運用状況及びその他の相談件数と対応の概要 

ア 通報相談件数及び内訳（平成３０年度～令和２年度） 

相  談  種  別 ３０年度 元年度 ２年度 
公 益 通 報     Ａ ３ ３ ２ 
公益通報のうち、取下げ １ ０ ０ 
公益通報のうち、不受理 ２ １ １ 
公益通報のうち、教示 

(権限を有しない公益通報) ０ ０ ０ 
一 般 相 談     Ｂ ７ １４ １１ 
合     計   Ａ＋Ｂ １０ １７ １３ 

（ア）公益通報 ２件（△１件） 

うち、受理１件、不受理１件 

・ 受理案件は、法令違反を指摘する訴え 

・ 不受理案件は、公益監察員の意見を踏まえ、「違法な事実」 

に該当しないと判断 

（イ）相談 １１件（△３件） 

・ 業務執行上の問題 

・ パワーハラスメント 

・ 人事・給与等の問題 等 

 

イ 足立区公益外部通報（注 1）の運用状況について 

通報件数は、０件 

注１ 公益外部通報とは、労働者がその労務提供先の役員、従業員

等について、公益通報者保護法第２条第３項に規定する通報対

象事実（法令で定める犯罪行為等）が生じ、又はまさに生じよ

うとしていると信ずるに足りる相当の理由がある場合に、区の

所管又は通報総合窓口（区民の声相談課）に通報できる制度 

 

（２）コンプライアンスに関する研修について 

ア コンプライアンス推進担当課による研修 
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契約・調達業務に従事する一部の職員を対象に、令和３年２月

～３月にかけて、「入札・調達業務従事職員研修」を自席学習の形

で実施し、４９３名が受講した。また、令和３年２月に実施予定

であった指定管理者とその従業員に対するコンプライアンス研修

は、緊急事態宣言発出に伴い中止とした。 

 

イ 他部署によるコンプライアンス研修 

人材育成課、交通対策課、教育指導課、情報システム課におい

て、職員（教職員含む）等を対象とした研修を計２３回実施し、

延べ６，９２４名が受講した。うち４，４０８名は録画、オンラ

イン及びレポート等による受講である。 

 

２ 令和３年度の運用について 

（１）コンプライアンス推進計画の改定 

平成１８年度策定のコンプライアンス推進計画について、契約関

連の不祥事や内部統制制度導入を踏まえ、昨年度強化してきたコン

プライアンス関連制度を盛り込み、改めて作成する。 

 

（２）提言、要望等に関する取扱規程等の周知 

令和３年４月に改正した「足立区への提言、要望等に関する取扱

規程」「利害関係者等との接触に関する指針」について、６月に実

施する「利害関係者との接触に関する心構え」研修、及び啓発誌「コ

ンプライアンス推進通信」の発行等により、全職員への周知徹底を

図る。 

 

 

問 題 点 

今後の方針 

収賄事件に続き発生した情報漏えいと飲食接待の懲戒処分等不祥事

の再発防止に向けて、職員のコンプライアンス意識の再徹底に取り組ん

でいく。 
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